













Theoretical safety for promotion  
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は 6712 人もの労働者が死亡した．その後，昭和 47 年に労働安全衛生法が制
定されたことや，災害が多発した製造業や建設業において業界をあげて災害
防止の取組みが講じられたことなどから死亡災害は減少し，平成 25 年には労





































初の低下 6%は十分に回復し，ほぼ 1 年後には，稼働率 99.3%に達するととも
図 1-1 安全確認型生産システムの事例（稼働率）（杉本，2015） 




















がたい．一方，国際的には，1991 年に EN292（安全の基本概念），1996 年



















































































































































死亡することをいう．（労働安全衛生法第 2 条第 1 項第 1 号） 
(2) 労働者 
職業の種類を問わず，事業に使用される者で，賃金を支払われるものをいう．































































（第 1 章の参考文献） 
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(2) 杉本旭，“安全学入門”，明治大学リバティアカデミ講義資料，(2015) 
(3)  ISO/IEC Guide51，1999 Safety aspects -- Guidelines for their inclusion 
in standards 
(4) ISO12100-1:2003 Safety of machinery -- Basic concepts, general 
principles for design -- Part 1: Basic terminology, methodology，(2003a) 
(5) ISO12100-2:2003  Safety of machinery -- Basic concepts, general 
principles for design -- Part 2: Technical principles，(2003b) 
(6) ISO12100:2010: Safety of machinery -- General principles for design -- 
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 我が国における休業 4 日以上の死傷災害は，図 2-1 に示すように昭和 36 年
には休業 8 日以上の死傷者数が 48 万人発生していたが，その後，概ね減少を
続け，平成 21 年には休業 4 日以上の死傷者数が 10 万 5 千人余りまで減少し
ている．（厚生労働省では，死傷者数の統計を昭和 47 年までは休業 8 日以上
についてカウントしていたが，昭和 48 年以降休業 4 日以上でカウントしてい
る．）ところが，平成 22 年以降，増加し，平成 24 年には 11 万 9 千人余とな
っている（中央労働災害防止協会，2014）． 
 死亡災害については，図 2-2 に示すように，昭和 36 年には 6712 人であっ
たが，平成 25 年には 1030 人まで減少している．ただし，これについてもこ
こ数年，年間千人を前にして増減を繰り返している状況にある（厚生労働省，
2014a）．（2011 年の死亡者数の増加は東日本大震災によるもの） 
 このように，高度成長期(1954 年～1973 年)に多発していた労働災害は安定






















をもとに，機械災害の発生状況を分析することとする．平成 22 年から 24 年
の機械による死亡災害事例（建設機械，運搬機械，手持機械を除く）を分析


























図 2-1 労働災害による死傷者数の推移 






































































































































































































































図 2-2 労働災害による死亡者数の推移 





























図 2-3 製造業における全死亡者数と機械による死亡者数(内数) 
資料出所 厚生労働省労働災害統計 










表 2-1 正規労働者と非正規労働者の割合の推移 
 1985 年 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 
正規労働者 83.6% 79.8% 79.1% 74.0% 67.4% 65.6% 




表 2-2 安全衛生教育の実施の有無及び実施対象者別事業所割合 
 実施 新規雇入れ者への教育の内訳（実施を 100 としたときの割合）％ 
常用労働者 臨時労働者 派遣労働者 外国人 関係請負人 
H25 77.1 85.2 21.4 10.4 5.4 9.2 
資料出所 厚生労働省 労働安全衛生基本調査 
 





































(第 2 章の参考文献) 
(1) 安全の指標（平成 26 年度版），中央労働災害防止協会，（2014） 
(2) 労働災害統計，厚生労働省ホームページ，(2014a) 
http://anzeninfo.mhlw.go.jp/user/anzen/tok/anst00.htm 




















































































































































































 また，製造物責任法（いわゆる PL 法）では，製造物の欠陥により，生命，
身体又は財産を侵害したときは損害賠償責任が生じることとされている．こ

























































































































 ISO/IEC Guide51:2014 Safety aspects -- Guidelines for their inclusion in 
























 許容による安全については，国際安全規格 IEC61508-1:2000 において，図
3-1 に示す ALARP 領域として示される．ALARP とは"as low as reasonably 
practicable"の略で，リスクは合理的に実行可能な限り出来るだけ低くするこ






















 リスク低減方策については，図 3-2 の ISO/IEC Guide51:1999 のリスク低














































































































② 機械の包括的安全基準に関する指針の作成（2001 年） 
当時，DIS であった ISO12100 の考え方を取り入れ「機械の包括的安
全基準に関する指針」が作成された． 





























（１）で示す施策について，表 3-1 及び表 3-2 にリスクアセスメントの実
施状況を示す．多くの大企業では概ね取り組みが見られる．中小企業でも
リスクアセスメント等への取組みが広まりつつあるものの，10~29 人の事





































          表 3-1 リスクアセスメントの実施状況 
年 実施事業場の割合 ％ 
平成 25 年 53.1 
平成 23 年 46.5 
平成 22 年 33.8 








表 3-2 リスクアセスメントの実施状況（規模別） 
事業場規模 実施事業場の割合 ％ 
1000 人以上 72.2 
500~999 人 71.7 
300~499 人 75.1 
100~299 人 69.7 
50~99 人 62.2 
30~49 人 56.8 
10~29 人 49.5 





























 （第 3 章の参考文献） 
(1) 小野寺眞作，“認証‐標準化における認証と適合評価”，コロナ社，（1995 年） 
(2) 日本規格協会編“TUV の基礎知識”，日本規格協会，(1996) 
(3) 三上善貴，“安全マネジメントの歴史を歩く”，RMFOCUS，No40,(2013)，
PP20-21 
(4) 中央労働災害防止協会編，“安全衛生運動史‐安全専一から 100 年”，中央労
働災害防止協会，(2011) 
(5) “平成 25 年度労働基準監督年報”，厚生労働省，(2013) 



















































平成 12 年から 21 年の 10 年間の死亡災害について，厚生労働省から公表
されている死亡災害統計（厚生労働省，2009）に基づいて分析すると，10 年


















図 4-6 から図 4-9 に示すとおり，自動運転しているロボットが，何らかの
トラブルで一時停止(条件待ち)している際に，労働者がトラブル対応のために
可動範囲内に侵入し，マニピュレータ(ロボットアーム)に挟まれることにより













生労働省，2006）を抽出したところ，図 4-10 に示すように，図 4-2 と同様に，
製造業，特に，輸送用機械製造業の件数が顕著である． 
さらに，災害発生状況について，死亡災害と同様に図 4-11 から図 4-14 に
示す．また，図 4-15 に被災の程度として，死亡 4 人，負傷 32 人であること
を示す．死亡災害の図 4-6 及び図 4-7 と死傷災害の図 4-11 及び図 4-12 を比
較すると，双方とも自動運転中にトラブル処理のために可動範囲内に立ち入
って被災するケースが多くを占めるものの，死傷災害については保守作業中




ついては，図 4-9 及び図 4-14 ともに，“挟まれ”と“激突され”がほとんど
を占めている． 




















































































































図 4-3 事業場規模別死亡者数（厚生労働省，2005） 













































































態 8 人 
メンテナンスモード 
1 人（再起動時） 














































誤起動 1 人 
保護方策の不備 22 人 
うち 
柵の不備 6 人 
安全装置の不備 2 人 
無効化 1 人 
不明 13 人 
図 4-8 保護方策の状況（芳司他，2012） 
不明 1 人 
激突され 2 人 
挟まれ 20 人 


































































図 4-10 業種別死傷者数（芳司他，2012） 
自動運転中 27 人 
不明 2 人 
メンテナンス中7人 







































通常作業中 5 人 
自動運転中のトラブル処理 21 人 
保守・点検 9 人 
不明 1 人 
図 4-12 作業者の状況（芳司他，2012） 




その他 4 人 
誤起動 3 人 
図 4-14 事故の型別被災状況（芳司他，2012） 
挟まれ，巻き
込まれ 25 人 
激突 1 人 切れ，こすれ 2 人 
墜落・転落 1 人 














表 4-1 主な起因物別労働災害発生状況（平成 25年） 
 木材加工用機械 金属加工用機械 一般動力機械 全発生件数 
死傷災害発生件数 
（休業 4 日以上） 
2,393 2,759 6,264 118,157 
死亡災害発生件数 7 19 37 1,030 













B8433:1983 が参考とされた．この JIS は ISO 制定後にこれを翻訳する形で
改正された． 




図 4-12 作業者の状況 
図 4-15 被災の程度（休業日数）（芳司他，2012） 
1 か月以内 25 人 
1 週間以内 4 人 死亡 4 人 


























 関連国際安全規格及び JIS と労働安全衛生規則のロボットの規定との間






その 1 つめが規制の範囲である．労働安全衛生法第 28 条の 2 は，産業用
ロボットであるか否かにかかわらず，工場の全ての設備等について，リスク
アセスメントによるリスク低減方策を義務付けている．ただし，罰則を伴う
最低基準（労働安全衛生規則第 150 の 3 等）については，単調な動作を繰
り返すものやモータ出力が小さいものは，リスクが小さいものとして，労働

































































































































表 4-2 JIS B8433-1と労働安全衛生規則等の比較 
JIS B8433-1:2015 労働安全衛生規則 技術指針 
5.2 一般要求事項 一部有（101 条） 一部有 2-1-2，2-1-4，2-1-8 
5.3 作動制御装置 規定なし 一部有 2-1-4 
5.4 安全関連制御システム性能 規定なし 一部有 2-1-2，包括指針 
5.5 ロボット停止機能 規定なし 一部有 2-1-1 
5.6 速度制御 規定なし 規定なし 
5.7 運転モード 規定なし 一部有 2-1-4 
5.8 ペンダント制御装置 一部有（150 条の 3） 一部有 2-1-4 
5.9 同時動作制御 規定なし 規定なし 
5.10 協働運転要求事項 規定なし 規定なし 
5.11 特異点保護 規定なし 規定なし 
5.12 軸制限 規定なし 一部有 3-2 
5.13 駆動用動力なしの移動 規定なし 規定なし 
5.14 つり上げ対策 規定なし 規定なし 

























て，発送・回収を行い，産業用ロボットメーカ 36 社，ユーザ 14 社から回






























































































































B8433-1:2015 では，JIS B9960-1 を引用してパイロットランプの色や，押
しボタンスイッチの色を規定しているが，調査の結果，表 4-4 に示すとおり，
多くの事業場では規格推奨の色に準拠していたが，色の規定がないメーカも

















































































































































































































































































































































































































































































長さ 300mm の円筒内に収まるもの 
下限をなくし全てロボットとして規制すべき 3 2 
現状で良い 4 1 
規制範囲を変更すべき 1 0 
極座標型で可動範囲が半径 300mm の球
内に収まるもの 
下限をなくし全てロボットとして規制すべき 3 3 
現状で良い 4 1 
規制範囲を変更すべき １ 0 
直交座標でマニピュレータの移動距離が
300mm 以下であるもの 
下限をなくし全てロボットとして規制すべき 3 2 
現状で良い 4 1 




下限をなくし全てロボットとして規制すべき 3 3 
現状で良い 4 1 
規制範囲を変更すべき 1 0 
直線運動の単調な動きによるもの 下限をなくし全てロボットとして規制すべき 2 1 
現状で良い 5 2 
規制範囲を変更すべき 1 0 
定格出力が 80W 以下の駆動用原動機の
機械 
下限をなくし全てロボットとして規制すべき 2 2 
現状で良い 4 1 
規制範囲を変更すべき 2 0 
固定シーケンスによる伸縮，上下，左右，
旋回のいずれか１つの動作の繰り返し 
下限をなくし全てロボットとして規制すべき 2 1 
現状で良い 5 2 












表 4-4 パイロットランプの色 
 









自動運転中 2 23 1 1 5 6 
教示中 2 7 5 2 7 15 
保護停止中 18 1 3 0 4 13 




自動運転中 1 5 0 1 3 1 
教示中 0 2 6 1 1 2 
保護停止中 6 0 0 1 0 4 
協働運転中 0 0 3 0 1 7 
 
表 4-5  労働安全衛生規則についての意見 


























メーカ ・原則的な規定文のみとし，技術的安全要求事項は JIS に従うとの内容とす
べき． 
ユーザ ・JIS B8433-1 の該当項目を参照する． 
151 条
関係 
メーカ ・原則的な規定文のみとし，技術的安全要求事項は JIS に従うとの内容にす
べき． 
ユーザ ・JIS B8433-1 の該当項目を参照する． 




























定格出力 80Wのモータは市販品が限られているため，定格出力 50Wと 100W
のモータで測定を行った（芳司他，2014）．各々3つのメーカの ACサーボモー
タ，計 6 種類を用い，ギアはロボットアームの速度が数 rad/s 程度となるこ


































ムとの接触可能性の高い胸部で 140N ，腹部で 110N，上肢で 150N～160N，手
指で 135N とされている．これらの値は自動車事故の傷害度を規定する


































































































モータ ロードセル アーム 
















































































ているため， JIS の技術的要件に整合あるいは引用することが適当である． 




























































アセスメントは，リスクアセスメント指針（平成 18 年 3 月 10 日付け基発第
0310001 号）及び機械の包括的安全指針（平成 19 年 7 月 31 日付け基発第
0731001 号）により実施することが求められる．先に述べたように，ロボッ






























































(3) (社)日本ロボット工業会 年間統計推移表，(2009) 
http://www.jara.jp/data/dl/yeartable.pdf 
(4) 日本規格協会，JIS ハンドブック，機械安全，(2011) 
(5) 厚生労働省安全衛生部安全課資料，(2006) 





No1, pp3-15, (2012) 
(8) 芳司俊郎，池田博康，齋藤剛，岡部康平，“産業用ロボットの安全作業条件
に関する考察”，ロボテック・メカトロニクス講演会，(2014) 
(9) DONB, CHAFFIN, ROBERT O ANDRES, ARUN GARG，Volitional 
Postures during Maxmal Push/Pull Exertions in the Sagittal Plane, 














































































































Sc→L→I                     ・・(5-1)   
ここで，Scは安全確認ありを１，安全確認なしを０とする 2 値の論理変数，
L は運転許可ランプの点灯を１，消灯を０とする 2 値の論理変数，I は運転指


















０とする 2 値の論理変数，Ac は事故の発生を１，なしを０とする 2 値の論理
変数とする． 
基本操作における機械と労働者の間の情報伝達手段である押しボタンや表



































調査結果は表 5-3 から表 5-6 に示すとおり，使用する機械のボタン等の色









































図 5-1 安全の基本原則（芳司他，2013） 
T 
Ac 


































②Plan 1  





































Anticipating time t3 
Safety control target 
Start button I 
Pilot lamp L 
Stop button 
Pilot lamp Pilot lamp 
Time 
Tac Twa Tre Tob 
78 
 
表 5-1 有効回答者の業種別事業場数 
業種 電機等製造 機械製造 食料品製造 ガラス製造 建設業 
メーカ ７ ３    
ユーザ ４ ４ １ １ ２ 
 （芳司他，2013）                                             
 
 
表 5-2 有効回答者の企業規模別事業場数 
企業規模（労働者数） 50人～99人 100人～299人 300人以上 
メーカ １ １ ８ 
ユーザ １ １ １０ 
                             （芳司他，2013）                                           
 
表 5-3 機械の押しボタン等の色の規定の有無別事業場数 
規定の有無 あり なし 分からない 
メーカ ７ ０ ３ 
ユーザ ６ ３ ３ 










メーカ ２ ６ １ １ 
ユーザ ３ ３  ６ 












    表 5-5 製造する機械の押しボタンの色等の状況別事業場数 
 赤 黄に
赤 






始動ボタン ０ ０ ０ ４ ２ ０ ２ ０ ３ 
表示灯(運転時) ０ ０ ０ ４ ０ ０ ２ １ ３ 
停止ボタン ５ ０ ０ ０ ２ ０ １ ０ ３ 
表示灯(一時停止) ０ ０ ４ ０ ０ ０ １ ２ ３ 
非常停止ボタン ３ ５ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３ 




 表 5-6 使用する機械の押しボタンの色等の状況別事業場数 
 赤 黄に
赤 








始動ボタン ０ ０ ０ ２ ２ １ ２ ２ ３ 
表示灯(運転時) ０ ０ ０ ７ ０ ０ ０ １ ４ 
停止ボタン ４ ０ ０ ０ ２ ０ １ ２ ３ 
表示灯(一時停
止) 
１ ０ ３ ０ ０ ０ １ ３ ４ 
非常停止ボタ
ン 
６ ４ ０ ０ ０ ０ ０ １ ２ 
表示灯(非常停
止) 
８ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ３ 









































































Treatment time＜Time limit 
Assumption Planning 
Execution 
図 5-3 計画段階の安全方策と実行段階の安全方策（芳司他，2013） 
Planning stage (risk base) 
Execution stage (interlock) 
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なお，安全確認型における Sc と Pe の関係を不等式で表すと式 6-2 となる（表
6-1 の真理値表から明らか）．含意ｐ→ｑは式 6-3 となる．ここでは，論理学の
記述とは異なるものの，時間軸の向き（“因→果”の向き）に合わせて表すこと
とする． 
Sc ≧ Pe                                                 (6-2) 






























































































Initiation Safety(Sc) Permission(Pe) 
0 0 0 
0 1 0 
1 0 0 
1 1 1 
 
































のである．式 6-4 及び図 6-4 で示されるとおり，安全確認できていないのに運転
が許可されてしまう． 
￢Sc ≧ ￢Pe                       (6-4) 
図 6-4 では，“￢Sc∧Pe”の領域（安全確認できていないが，機械の運転が許
可されている領域．例えば停止が間に合わないなどによって生じる．）で事故が
起きることとなる．このため，式 6-5 及び図 6-5 で示される包含関係であること
が必要である（“￢Sc∧Pe”の領域を生じないためには，“￢Sc＝Pe”または“￢
Pe＞￢Sc”でなければならない．）．なお，式 6-2 と式 6-5 は対偶の関係である． 
￢Pe ≧ ￢Sc                      (6-5) 
式 6-5 は，時間軸上，式 6-6 を要請する（もし時間的に先に￢Sc=1 が生じる
と，式 6-4 が成り立たない．）． 




















































抑えることを求めるものとする．これらを式 6-7 及び式 6-8 に示す． 
Ac(t) ＝ T(Stress(t)  >  Strength(t))          ・・・(6-7) 
￢Ac(t) = T(Stress(t) ≦ Strength(t))           ・・・（6-8） 
式 6-7 において，Ac(t)とは，時刻 t において事故の場合に１，事故でない場
合に０となる論理変数を示す．Stress(t)とは時刻 t における作用力，Strength(t)
とは時刻 t における防御力を示す．T(X)は X が成り立つときに１，成り立たな
いときに０となる論理式を表す． 









最終的には，t0 の直前に停止すれば間に合う．そこで，事故発生時刻 t0 から
逆に時間を遡って考察することとする．図 6-7 において，t0 は図 6-6 と同様に












































ところで，図 6-7 の時間軸上で t0 よりも前（左）の範囲（0～t0）は事故が起




機械の実質的な運転が可能であるのは時刻 0 から t2 までの間である（t2 を過ぎ
ると制動）．機械が時間軸上で 0 から t2 の間にいることを Pe(t)＝１で表し，こ
の条件が満たされている間は，機械の運転指令が許可されることとなる．運転
実行を Ex(t)＝１で表すとすると，式 6-9 が成立するが，これは運転許可には，
92 
 
Pe(t)，S(t)，￢Ac の各条件を満たす必要があることを示しており，図 6-9 で表
すことができる． 
Ex(t) ≦ Pe(t) ≦ Sc(t) ≦ ￢Ac(t)             （6-9） 






ここで，改めて図 6-9 に沿って整理する． 
①  Pe(t) ＝１ の空間は，機械が稼働可能（通常運転可能）である． 
②  ￢Pe(t)・Sc(t) ＝１の空間は，機械が制動中でなければならない． 
③  ￢Pe(t)・￢Sc(t)・￢Ac(t) ＝１の空間は，機械が停止していなければな
らない． 
④  Ac(t) =1 の空間は，事故が発生している． 
























































































ある．これは，調整や保守によって図 6-9 の Pe(t)＝１の空間にできるだけ長く
留まることを意味する．産業現場では，￢Pe(t)＝１の事態（制動をかけなけれ
ばならない事態）にならないように，図 6-11 の t2 よりも前に，機械の調整やメ
ンテナンスなどが行われることとなる．つまり，図 6-11 のように，制動が始ま
る時刻 t2 から，保守に要する時間 Tm を差し引いた時刻 t3 が保守・調整作業
を開始しなければならない限度の時刻となる．これにより，通常運転の時間は 0







































































図 6-12 保守作業を行う場合の運転の条件 
Ac(t) 






















































をΔH とすると，停止できない時の危害 H は単位時間当たりの危害をΔH，事
故発生時刻から危害が止まるまでの時間を Th とすると，式 6-10 となるが，取
り返しがつかない事故はΔH が極めて大きいので，急制動をしてでも Th はでき
るだけ小さくしなければならない． 




時間を Tl とすると，式 6-11 となる 
 L=ΔL・Tl                     ・・・・（6-11） 
ここで，一般に L は時間をかければ挽回可能(取り返しがつく)である．このた
め，一般に，式 6-12 が成立すると考えることが適当である． 
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